
破 産 手 続 必 要 書 類

訴訟委任状 破産･免責許可申立用 1通

過払又は応訴用 1通

債務に関する書類 契約書等の借用証書,カード,請求書,領収書,振込明細書,催告
書,督促状　等

裁判所からの通知 支払督促,訴状,判決正本,調停調書,和解調書,公正調書,差押命
令正本　等

戸籍謄本
住民票

又は登録原票記載事項証明書

省略のないもので、世帯全員記載のもの

不動産登記簿謄本

固定資産評価証明書

不動産登記簿謄本

自己所有の土地･建物について

但し、土地･建物の何れか一方のみ自己所有の場合、土地･建物

両方の登記簿謄本が必要

請求先：管轄法務局

地番･家屋番号が判る場合、本局又は最寄りの法務

局でも可

固定資産評価証明書

未登記の建物について

請求先：都税事務所又は市役所

固定資産課税明細書 毎年4月に市区町村から送付される納税通知書

生活扶助受給証明書 年金証書,生活保護受給証明書,雇用保険受給者証,児童手当認定
通知書,児童扶養手当通知書

源泉徴収票又は確定申告書

課税証明書又は非課税証明書

源泉徴収票は昨年分、確定申告書は過去2年分

源泉徴収票、確定申告書の何れもない場合、課税証明書又は非課

税証明書

請求先：区役所又は市役所

給与明細書

賞与明細書

給与明細は2カ月分（　　月、　　月受給分）

賞与明細は過去2年分

退職金額証明書 就業規則退職金規定及び計算書でも可

住居賃貸借契約書
保険証券

解約返戻金額証明書

解約通知・失効通知

簡易保険,共済会等掛捨て保険,学資保険,火災保険,自動車保険
等損害保険

注）解約については、弁護士の許可が必要

自動車車検証・バイク登録事
項証明書

査定書

登録後5年以上経過している場合、査定書は不要

預貯金通帳 全預貯金口座について、直近2年分の記載のあるもの

通帳紛失又は一括記帳のある場合、金融機関発行の取引明細書で

も可

1 履歴書 記載例参照

2 財産目録 記載例参照

3 未払債権チェック 記載例参照

4 債務負担経緯・経済生活面
報告

記載例参照

5 家計全体の状況 記載例参照



6 債務負担経緯のレポート 形式自由

いつ、どんな事情で、誰から、いくら借り入れ、どんなことに、いく

ら使ったか、年代を追って、出来る限り詳しく記載


